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８ 職員の給与等に関する報告及び勧告

本委員会は、「一般職の職員の給与に関する条例」及び「市町村立学校職員の給与に関す

る条例」の適用を受ける職員（以下「職員」という｡)の給与の実態、給与を決定する諸事情

について調査研究を行ってきたが、その結果は以下のとおりである。

（１）報告

ア 職員の給与

本委員会が、本年４月１日現在で実施した「平成30年職員給与実態調査」の概要は、

次のとおりである。

（ア）職員構成

職員数は、一般職員6,306人、警察官4,058人、県立学校職員4,516人､市町村立学校

職員8,915人、計23,795人となっており、昨年に比べ267人減少している。

また、平均年齢は43.5歳、平均経験年数は21.2年、男女別構成は男63.5％、女36.5

％、学歴別構成は大学卒79.5％、短大卒7.3％、高校卒13.2％、中学卒0.0％となって

いる。

（イ）平均給与月額

職員は、従事する職務の種類に応じ、行政職、公安職、教育職、医療職、研究職、

福祉職及び学校栄養職の７種13給料表の適用を受けているが、これら職員全員の本年

４月における平均給与月額は、給料361,570円、扶養手当9,126円、地域手当5,874円、

その他の手当17,777円、計394,347円となっており、昨年と同水準となっている。

このうち民間給与との比較を行っている行政職給料表適用職員（平均年齢44.0歳、

平均経験年数22.0年）の平均給与月額は、給料340,771円、扶養手当9,778円、地域

手当5,858円、その他の手当18,849円、計375,256円となっており、昨年と比べ0.1％

の上昇を示している。

イ 民間給与の調査

本委員会は、職員の給与と民間給与との比較を行うため、本年も、人事院及び新潟

市人事委員会等と共同して、企業規模50人以上で、かつ、事業所規模50人以上の県内

1,184事業所のうちから、264事業所を層化無作為抽出法によって抽出の上、「平成30年

職種別民間給与実態調査」を実施し、公務と類似すると認められる76種類の職務に従事

する者8,525人について、本年４月分として支払われた給与月額等を調査した。

その主な調査結果の概要は、次のとおりである。
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（ア）初任給の状況

別表第１に示すとおり、新規学卒者の採用を行った事業所は、大学卒で26.8％（昨

年26.2％）、高校卒で16.2％（同11.8％）となっている。そのうち、初任給について、

据え置いた事業所の割合は大学卒で63.7％（同57.5％）、高校卒で61.6％（同55.2％）

増額した事業所の割合は大学卒で36.3％（同40.7％）、高校卒で38.4％（同42.0％）

となっており、減額した事業所はなかった。

（イ）給与改定の状況

別表第２に示すとおり、民間事業所においては、一般の従業員（係員）について、

ベースアップを実施した事業所の割合は31.6％（昨年32.5％）となっている。一方、

ベースダウンを実施した事業所は、昨年に引き続きなかった。

また、別表第３に示すとおり、一般の従業員（係員）について、定期に行われる昇

給を実施した事業所の割合は92.2％（昨年87.5％）となっている。昇給額については、

昨年に比べて増額となっている事業所の割合は31.5％（同19.8％）、減額となってい

る事業所の割合は2.7％（同6.5％）となっている。

ウ 本県職員と民間従業員との給与比較

（ア）公民給与の較差

本委員会は、「職員給与実態調査」及び「職種別民間給与実態調査」の結果に基づ

き、職員にあっては行政職給料表適用職員、民間にあってはこれに相当する職種の職

務に従事する者について、相互の給与を比較したところ、別表第４に示すとおり、職

員の給与が民間従業員の給与を582円（0.16％）下回っている。

なお、職員と民間の比較に当たって使用した給与種目は別表第５のとおりである。

（イ）特別給

昨年８月から本年７月までの１年間において、民間事業所で支払われた賞与等の特

別給を調査した結果は、別表第６に示すとおりであって、平均給与月額の4.45月分に

相当しており、職員の特別給（期末・勤勉手当）の年間の平均支給月数（4.40月）が

民間事業所の特別給を0.05月分下回っている。

エ 本県職員と国家公務員との給与比較

民間給与との比較を行っている本年４月における国家公務員の行政職俸給表（一）

適用と本県の行政職給料表適用者の平均給与月額は別表第７のとおりである。

オ 物価及び生計費

総務省統計局の本年４月における消費者物価指数は、昨年同月に比べ、新潟市では

0.7％、全国では0.6％の上昇となっている。
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また、本委員会が総務省統計局の家計調査を基礎として算定した２人世帯、３人世

帯及び４人世帯の新潟市における標準生計費は、本年４月においてそれぞれ157,310円､

200,720円及び244,110円となっている。

カ 人事院の給与勧告等

人事院は、本年８月10日、一般職国家公務員の給与等について報告を行い、併せて

給与等の改定について勧告を行った。

キ むすび

本県職員の給与及び民間給与の実態とそれぞれの比較、物価及び生計費の状況並び

に人事院勧告の概要等は、以上述べたとおりである。

これらを総合的に勘案し、本委員会は、職員の給与の改定等について次のとおり判

断した。

（ア）職員の給与の改定

ａ 給料表

民間給与と比較を行っている行政職給料表については、公民較差の状況等を踏ま

え、引上げ改定を行うこととする。

改定内容は、人事院勧告において初任給を含む若年層に重点を置いた引上げを

行ったこと及び民間の初任給との間に差があること等を踏まえ、職員採用試験（大

学卒業程度）に係る初任給を1,400円、職員採用試験（高校卒業程度）に係る初任

給を1,500円引き上げることとし、若年層についても1,000円程度の改定を行う。そ

の他については、それぞれ400円引き上げることを基本とする。再任用職員の給料

月額についても、この取扱いに準じて改定を行う。

この改定は、本年４月時点の比較に基づいて職員給与と民間給与を均衡させるた

めのものであることから、同月に遡及して実施する。

行政職給料表以外の給料表についても、行政職給料表との均衡を基本に引上げ改

定を行うこととする。

ｂ 特殊勤務手当

夜間看護手当については、国及び他の都道府県の状況等を考慮し、所要の措置を

講ずることが適当と考える。

ｃ 宿日直手当

宿日直手当については、人事院勧告に準じて改定し、本年４月に遡及して実施す

ることとする。

ｄ 初任給調整手当

医師に対する初任給調整手当については、医師の人材確保や処遇改善を図るため、
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人事院勧告に準じて改定し、本年４月に遡及して実施することとする。

ｅ 期末手当・勤勉手当

期末手当・勤勉手当については、昨年８月から本年７月までの１年間における民

間の特別給の支給割合との均衡を図るため、支給月数を0.05月分引き上げ、4.45月

分とする。支給月数の引上げ分は、人事院勧告や民間の特別給の支給状況等を踏ま

え、本年度については、12月期の勤勉手当に配分し、平成31年度以降においては、

６月期 及び12月期の勤勉手当が均等になるよう配分する。

また、再任用職員の勤勉手当並びに任期付研究員及び特定任期付職員の期末手当

についても、同様に支給月数を引き上げることとする。

このほか、平成31年度以降における６月期及び12月期の期末手当については、人

事院勧告等を踏まえ、均等になるよう配分する。

（イ）働き方改革と勤務環境の整備

ａ 職員の勤務時間等

国においては、長時間労働の是正、多様で柔軟な働き方の実現等のため働き方

改革が進められており、本年６月、働き方改革を推進するための関係法律の整備

に関する法律が成立し、いわゆる三六協定で定める時間外労働の罰則付きの上限

等が定められ、来年４月から施行されることとなった。また、国家公務員につい

ても、労働法制の改正を踏まえ、超過勤務命令の上限を人事院規則で定めること

としている。本県においても長時間労働の是正は、職員の健康保持、ワーク・ラ

イフ・バランス、有為な人材の確保等の観点から、重要な課題である。

職員の時間外勤務については、平成27年度には、東日本大震災前の水準にまで

減少してきたものの、平成28年度は、鳥インフルエンザ対応等により再び増加に

転じ、平成29年度は、豪雨災害対応等によりさらに増加した。

任命権者においては、これまでも事前命令の徹底、勤務実績の把握、時間外勤

務をしない職員が退庁しやすい雰囲気づくり、適正な時間外勤務命令など様々な

縮減対策に取り組んできたところであるが、依然として、長時間労働は解消され

ていない。

また、本年１月に、職員が勤務中に倒れ、その後死亡した事案では、職員の勤

務時間管理が適正に行われていないことが明らかとなった。加えて、任命権者が

行った職員の勤務実態に関するアンケート調査結果においても、申告しなかった

時間外勤務があると回答した職員が45％存在した。

このような状況も踏まえ、任命権者においては、働き方改革プロジェクトチー

ムでの検討により、パソコンの使用時間の記録等を活用した出退勤管理システム

を導入する取組を始めたほか、長時間労働の解消と働きやすい職場環境づくりに

向けた行動計画を策定し、具体的な取組を進めているところであるが、これらの
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取組の着実な実施により、時間外勤務の縮減及び勤務時間の適正管理に一層努め

ていく必要がある。

教職員の長時間勤務については、昨年12月に文部科学省が「学校における働き

方改革に関する緊急対策」をとりまとめるなど大きな課題となっている。本県で

は、任命権者において、勤務実態の把握や「新潟県部活動の在り方に係る方針」

を策定するなど、教職員の多忙化解消に向けた取組を実施しているところであり、

引き続き取組を進めていく必要がある。

人事委員会としては、地方公務員法等に基づき、職権を有する職員の労働基準

監督機関として、労働法令遵守の観点から調査・指導を行ってきたところである

が、上記に記載したとおり、職場における勤務時間の把握に不十分な面も見受け

られたことを踏まえ、職員の勤務時間の適正把握や業務の必要性の確認について

調査・指導を強化していくこととする。また、本年７月、国の「過労死等の防止

のための対策に関する大綱」が変更され、職員に過重労働の疑いがある場合は人

事委員会が監督指導の徹底に努めることとされたことから、人事委員会としても

国及び他の都道府県の時間外勤務の上限規制に係る対応状況を注視しながら、長

時間労働の是正に向けた取組を強化していくこととする。

ｂ 仕事と家庭の両立支援

男女を問わず、職員一人ひとりが能力を十分に発揮し、意欲的に職務に取り組

むためには、育児や介護の事情を有する職員が安心して働き続けることのできる

環境の整備が重要である。任命権者においては、これまでも、職員が、仕事と育

児や介護等を両立しやすい制度の整備や普及啓発などに努めてきたところであ

り、引き続き取組を進めていく必要がある。

ｃ 職員の健康管理等

長時間にわたる過重な労働は疲労の蓄積をもたらす最も重要な要因と考えられ、

職員に疲労の蓄積を生じさせないようにするため、職員の健康管理に係る措置を

適切に実施することが重要である。このことを踏まえ、任命権者が時間外勤務を

命ずる場合には、職員の勤務時間及び休暇等に関する規則における「職員の健康

及び福祉を害しないように考慮しなければならない」との規定にも留意しながら、

職員の健康保持に努めていく必要がある。

また、依然として多くの職員が精神疾患による長期の休暇の取得又は休職をし

ていることから、職員の心の健康づくりは引き続き重要な課題となっている。任

命権者においては、従来から、精神科医師等によるメンタルヘルス相談、心の健

康問題による長期療養者の職場復帰支援など様々な措置を実施しているほか、心

の不調者の発生防止のため実施しているストレスチェック制度の集団分析結果を

職場環境の改善に活用することとしているが、今後も状況の改善に向け、一層の
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取組に努めていく必要がある。

セクシュアル・ハラスメント、パワー・ハラスメント及び妊娠、出産、育児又

は介護に関するハラスメントの防止については、任命権者において指針や要綱を

定め、職員の意識啓発、相談窓口の設置、研修の実施等様々な対策に取り組んで

いるところであるが、今後とも引き続き、これらのハラスメントの発生防止に向

けて、対策を継続的に実施していく必要がある。

（ウ） 公務運営の改善

ａ 能力・実績に基づく人事管理

能力及び実績に基づく人事管理を徹底する観点から、平成28年４月に施行され

た改正地方公務員法において、人事評価を任用、給与、分限その他の人事管理の

基礎として活用することとされているところである。

本県においても、同法の趣旨を踏まえて、任命権者において人事評価を実施し

ているところであるが、引き続き、公平性、透明性、納得性の高い人事評価が行

われ、その評価結果が人事管理の基礎として十分に活用されるよう取り組む必要

がある。

また、級別標準職務表については、職務給の原則の観点から、各級に分類する

職務を適切に位置づけるほか、明確な表現を用いることが適当であり、今後、所

要の規定整備を行うことが必要である。

ｂ 有為な人材の確保･育成

行政課題に迅速かつ的確に対応し、より質の高い行政サービスを提供していく

ためには、有為な人材の確保や育成が重要である。

職員採用をめぐる環境は、景気動向を反映した民間企業等の雇用情勢をはじめ、

少子化に伴う受験年齢人口の減少などの影響により厳しさを増し、人材の確保が

難しくなっている職種もある。

このような状況を踏まえ、試験方法等の見直しにより、多様な人材の確保に努

めているところであるが、更なる改善を図るとともに、任命権者とも連携の上、

人材確保の取組を一層進めていく必要がある。

職員が能力を十分に発揮し、組織全体の力を高めていくことが重要であること

から、今後も、人事評価制度も活用しながら、人材育成及び能力開発のための取

組を積極的に進めていく必要がある。

また、本県においては、採用者に占める女性の割合は増加傾向にあるとともに、

女性職員の登用が積極的に進められてきたところであるが、男女共同参画の推進

の観点や、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律の趣旨を踏まえ、引

き続き、女性職員の育成や登用を進めていく必要がある。

ｃ 公務員倫理の確保
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これまでも厳正な服務規律の確保と高い公務員倫理の保持の必要性については、

繰り返し言及してきたところであるが、依然として、一部の職員が飲酒運転その他

の公務員としての倫理観を問われるような不祥事を発生させ、県民の信頼を著しく

損なう事態が生じている。

任命権者においては、一定の対策がとられているところであるが、再発防止策の

実施や職員の綱紀の保持及び服務規律の確保について一層の徹底を図るなど、不祥

事の根絶に向けて対策を進めていくことが求められる。

職員においても、勤務時間の内外を問わず、一人ひとりが高い倫理観と、全体の奉

仕者であることの自覚を持ち、県民の期待と信頼に応えられるよう行動する必要が

ある。

（エ）高齢期における職員の雇用問題

年金支給開始年齢の65歳への段階的な引上げに伴う雇用と年金の接続について、

本県においては、再任用を希望する定年退職者を原則として再任用することにより

対応しているところであるが、再任用希望者の増加や在職期間の長期化が見込まれ

ることから、再任用職員の能力及び経験を活用できる職務及び配置について、引き

続き検討していく必要がある。

なお、政府は、「経済財政運営と改革の基本方針2017」（閣議決定）において、「公

務員の定年の引上げについて、具体的な検討を進める｡｣とし、関係行政機関による

検討会での論点整理を踏まえ、人事院に対し、検討を要請した。

人事院は、本年８月、高齢層職員の能力及び経験を本格的に活用するため、定年

を段階的に引き上げることが必要であると認め、国家公務員法等の改正についての

意見の申出を行ったところであり、本県においても、引き続き、国及び他の都道府

県の動向、関係法令の改正等に留意しながら、検討を進めていく必要がある。

（オ）臨時・非常勤職員制度

平成29年５月に一般職の会計年度任用職員制度の創設、特別職非常勤職員の任用

及び臨時的任用の適正確保等を内容とする地方公務員法及び地方自治法の一部を改

正する法律（以下「改正法」という｡)が公布され、平成32年４月１日から施行され

ることになった。

本県においても、臨時・非常勤職員の実態把握や制度の検討等が進められている

ところであるが、改正法の趣旨を踏まえ、適切に対応する必要がある。

（カ）給与勧告実施の要請

人事委員会の給与勧告制度は、労働基本権を制約されている職員の適正な処遇を

確保するため、情勢適応の原則に基づき、職員の給与水準を民間の給与水準に合わ

せることを基本とし、国及び他の都道府県の職員の給与等を考慮して決定する方式

として、長年の経緯を経て定着してきた。
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本年の勧告は、公民較差を解消するための給料表の引上げ及び期末手当・勤勉手

当の引上げ等を行う内容となったが、民間準拠を基本とした給与決定の仕組みは、

職員に対し適正な給与水準を保障し、公務に必要な人材の確保や円滑な行政運営に

寄与するものである。

県議会及び知事におかれては、給与勧告制度の意義や役割に理解を示され、（２）

の勧告どおり実施されるよう要請する。

（２）勧告

ア 一般職の職員の給与に関する条例及び市町村立学校職員の給与に関する条例の改正

（ア）給料表

現行の給料表を別記第１のとおり改定すること。（別記第１省略）

（イ）諸手当

ａ 宿日直手当

勤務１回に係る支給額の限度を、通常の宿日直勤務は4,400円、医師の宿日直勤

務は21,000円、人事委員会規則で定める特殊な業務を主とする宿日直勤務は7,400

円（市町村立学校職員の宿日直勤務は6,100円）とすること。

ｂ 初任給調整手当

(a) 医療職給料表（一）の適用を受ける医師及び歯科医師等に対する支給月額の限

度を414,800円とすること。

(b) 医療職給料表（一）以外の給料表の適用を受ける医師及び歯科医師で、医学又

は歯学に関する専門的知識を必要とする職にあるものに対する支給月額の限度を

50,800円とすること。

ｃ 期末手当及び勤勉手当

(a) 平成30年12月期の支給割合

① 特定幹部職員以外の職員

勤勉手当の支給割合を0.95月分（再任用職員にあっては、0.475月分）とす

ること。

② 特定幹部職員

勤勉手当の支給割合を1.15月分（再任用職員にあっては、0.575月分）とす

ること。

(b) 平成31年６月期以降の支給割合

① 特定幹部職員以外の職員

６月及び12月に支給される期末手当の支給割合をそれぞれ1.3月分（再任用

職員にあっては、それぞれ0.725月分）とし、６月及び12月に支給される勤勉

手当の支給割合をそれぞれ0.925月分（再任用職員にあっては、それぞれ0.45
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月分）とすること。

② 特定幹部職員

６月及び12月に支給される期末手当の支給割合をそれぞれ1.1月分（再任用

職員にあっては、それぞれ0.625月分）とし、６月及び12月に支給される勤勉

手当の支給割合をそれぞれ1.125月分（再任用職員にあっては、それぞれ0.55

月分）とすること。

イ 一般職の任期付研究員の採用等に関する条例の改正

（ア）給料表

現行の給料表を別記第２のとおり改定すること。（別記第２省略）

（イ）期末手当

ａ 平成30年12月期の支給割合

期末手当の支給割合を1.7月分とすること。

ｂ 平成31年６月期以降の支給割合

６月及び12月に支給される期末手当の支給割合をそれぞれ1.675月分とすること。

ウ 一般職の任期付職員の採用等に関する条例の改正

（ア）給料表

現行の給料表を別記第３のとおり改定すること。（別記第３省略）

（イ）特定任期付職員の期末手当

ａ 平成30年12月期の支給割合

期末手当の支給割合を1.7月分とすること。

ｂ 平成31年６月期以降の支給割合

６月及び12月に支給される期末手当の支給割合をそれぞれ1.675月分とすること。

エ 改定の実施時期

この改定は、平成30年４月１日から実施すること。ただし、アの（イ）のｃの(a)、

イの（イ）のａ及びウの（イ）のａについては平成30年12月１日から、アの（イ）の

ｃの(b)、イの（イ）のｂ及びウの（イ）のｂについては平成31年４月１日から実施

すること。
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別表第１
民間における初任給の改定状況

（単位：％）

項目
採用あり 初任給の改定状況 採用なし

学歴 企業規模 増 額 据置き 減 額

規 模 計
26.8 36.3 63.7 0.0 73.2

（26.2） （40.7） （57.5） （1.8） （73.8）

大
500人以上 26.9 40.6 59.4 0.0 73.1

学
100人以上

31.3 36.7 63.3 0.0 68.7卒 500人未満

50人以上
17.1 26.5 73.5 0.0 82.9100人未満

規 模 計
16.2 38.4 61.6 0.0 83.8

（11.8） （42.0） （55.2） （2.8） （88.2）

高
500人以上 17.9 44.4 55.6 0.0 82.1

校
100人以上

18.4 35.9 64.1 0.0 81.6卒 500人未満

50人以上
9.6 34.2 65.8 0.0 90.4100人未満

（注）１ 「初任給の改定状況」は、採用がある事業所を100とした割合である。
２ （ ）は昨年の数値である。

別表第２
民間における給与改定の状況

（単位：％）

項 目 ベースアップ ベースアップ ベースアップ
ベースダウン

役職段階 実施 中止 の慣行なし

係 員
31.6 11.3 0.0 57.1

（32.5） （15.9） （0.0） （51.6）

課 長 級
27.8 9.9 0.0 62.3

（28.8） （15.0） （0.0） （56.2）

（注）１ ベースアップの慣行の有無が不明及びベースアップの実施が未定の事業所を除いて集計
した。

２ （ ）は昨年の数値である。
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別表第３
民間における定期昇給の実施状況

（単位：％）

項 目 定期昇給 定期昇給
定 期 昇 給 実 施 定期昇給

役職段階
制度あり

増 額 減 額 変化なし 停 止
制度なし

係 員
93.7 92.2 31.5 2.7 58.0 1.5 6.3

（88.5） （87.5） （19.8） （6.5） （61.2） （1.0） （11.5）

課 長 級
87.0 85.5 27.6 2.1 55.8 1.5 13.0

（80.3） （79.3） （18.4） （6.0） （54.9） （1.0） （19.7）

（注）１ 定期昇給の有無が不明、定期昇給の実施が未定及びベースアップと定期昇給を分離するこ
とができない事業所を除いて集計した。

２ （ ）は昨年の数値である。

別表第４
職員と民間従業員の給与較差

民間給与 （Ａ） 職員給与 （Ｂ） 較差 （Ａ）－（Ｂ）

375,838 円 375,256 円
582 円

（0.16 ％）

（注） 公民ともに、本年度の新規学卒の採用者は含まれていない。

別表第５
公民比較における比較対象給与種目

民間給与 職員給与

きまって支給する給与から 給料月額、給料の調整額、扶養手当、管理職手当、地

時間外手当及び通勤手当を 域手当、初任給調整手当、住居手当、単身赴任手当（基

除いたもの 礎額）、特地勤務手当等、寒冷地手当
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別表第６
民間における特別給の支給状況

区 分
事務・技術等従業員項 目

下半期 （ Ａ１ ） 345,656 円
平均所定内給与月額

上半期 （ Ａ２ ） 348,491 円

下半期 （ Ｂ１ ） 756,024 円
特別給の支給額

上半期 （ Ｂ２ ） 786,682 円

下半期 （
Ｂ１

） 2.19 月分
特別給の支給割合

Ａ１

上半期 （
Ｂ２

） 2.26 月分Ａ２

年 間 計 4.45 月分

（注） 下半期とは平成29年８月から平成30年１月まで、上半期とは同年２月から７月までの期間を
いう。

備 考 職員の場合、現行の年間支給月数は、平均で4.40月である。

別表第７
本県職員と国家公務員との給与比較

その１ 民間との比較に用いる平均給与月額の比較（平成30年４月）
（単位：円）

職 員 区 分 平均給与月額 給料（俸給） 地域手当 扶養手当 諸手当
の月額

国家公務員 410,940 329,845 40,364 10,429 30,302

本 県 職 員 375,256 340,771 5,858 9,778 18,849

（注）１ 平均給与月額等は「平成30年国家公務員給与等実態調査」及び「平成30年職員給与実態
調査」によるものである。

２ 国家公務員の平均年齢は43.5歳、本県職員の平均年齢は44.0歳である。

その２ ラスパイレス指数

区 分 国 本県

平成29年４月 100 100.8（100.4）

（注）１ 上記指数は、国家公務員の行政職俸給表㈠適用者とこれに相当する本県職員の給料月額に
ついて、国家公務員を100とし、学歴別、経験年数別によるラスパイレス方式により比較した
ものである。

２ （ ）は地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数である。
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注 「平成30年職種別民間給与実態調査」の概要
１ 調査の目的と時期

この調査は、職員の給与を検討するため、平成30年４月現在における民間給与の実態を調査
したものである。

２ 調査機関
新潟県人事委員会、人事院及び新潟市人事委員会等

３ 調査の範囲
調査対象事業所 全産業の企業規模50人以上で、かつ、事業所規模50人以上の県内の民間事

業所1,184事業所
４ 調査対象の抽出

標本事業所の抽出 上記３に記載した事業所を、組織、規模、産業により23層に層化し、こ
れらの層から264事業所を無作為に抽出し実地調査を行った。


